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拡大が期待される製造業の設備投資 
― 老朽化工場の建て替えニーズが中期的な牽引役に ― 

調査部 副主任研究員 成瀬道紀 

 
    
《要 点》  

 
 足元で輸出・生産が弱含んでいるにも関わらず、わが国製造業は設備投資を積極化

している。とりわけ建設投資が好調である。 

 

 この背景として、①人手不足に対応するための工場の大型化、②老朽化した工場の

建て替えの活発化、が指摘できる。景気循環的な要因というよりも、構造的な要因

で投資需要が増えているため、今後も底堅い増加が期待できる。 

 

 とりわけ、老朽化工場の建て替えニーズは今後一段と高まっていくと予想される。

バブル期以前に建てられた古い工場が全体の６割を占めているため、潜在的な建て

替え需要は今後急拡大していく。一定の前提で試算すると、床面積ベースでみた工

場の建て替え需要は今後 20年で 1.6倍に拡大する可能性がある。 

 

 もっとも、人手不足や競争力低下などにより、建て替えられずに閉鎖・海外移転さ

れる可能性もありうる。建て替えニーズを国内で顕在化させるためには、製造業の

事業環境を一段と強化することが求められる。 

 

本件に関するご照会は、調査部・副主任研究員・成瀬道紀宛にお願いいたします。 
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１．はじめに 

 

 わが国景気は、足元で減速感が強まっている。米中貿易摩擦や中国経済の減速を受けて外需が低

迷し、輸出と生産が落ち込んだことが主因である。こうした景気の減速にも関わらず、設備投資が

堅調を維持していることが注目される。なかでも、足元では製造業の設備投資が積極化している。 

日銀短観 2019年３月調査によると、大企業製

造業の 2018 年度の設備投資額は前年度比＋

11.0％と大幅増加での着地見込みとなった（図

表１）。これは、直近 10年では 2015年度に次い

で２番目に高い伸びである。さらに、2019年度

の設備投資計画は、高水準となった 2018年度の

翌年であるにも関わらず、同＋6.2％と高めの増

加率となった。３月調査としては実に 15年ぶり

となる好調な出足となっている。 

従来、外需の影響を受けやすく景気に敏感な

製造業の設備投資は、景気の振幅を拡大する役

割を果たしてきた。足元でみられるように、輸

出・生産が落ち込んでいるにも関わらず、製造

業の設備投資が積極化しているのは、これまで

にはみられなかった現象である。 

以下では、こうした問題意識のもとに、製造業の設備投資が拡大している背景を整理したうえで、

先行きを展望したい。 

 

 

２．工場建設が好調 

 

製造業の設備投資のなかでも、足元でとりわ

け建設投資が好調である（図表２）。製造業から

の建設工事受注は、2010年をボトムに急ピッチ

で回復し、2018年にはリーマン・ショック前の

ピークである 2008年の水準を上回った。このよ

うに製造業の建設投資が堅調に増加した背景と

して、以下の２点を指摘することができる。 

第１に、工場大型化のニーズが高まっている

ことである。実際、新設される工場１棟あたり

の平均床面積は、足元で急速に拡大している（図

表３）。こうした工場の大型化の主な目的は、生

産性の向上である。わが国では、景気回復で労

働需要が高まる一方、急速な少子高齢化を受け
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（図表２）製造業の建設工事受注と機械受注
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（注）土地を含み、ソフトウェア・研究開発を含まない。

2017年12月は、調査対象の見直しにより不連続。

（図表１）大企業製造業の設備投資額の
足取り（前年度比）
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て生産年齢人口の減少が続いているため、労働需給が逼迫し、企業は十分な労働力を確保すること

が年々難しくなっている（図表４）。このため、企業は機械化・自動化を進めやすい最新鋭の大型工

場の建設を積極化していると考えられる。さらに、分散していた生産ラインや開発機能、物流機能

を新工場に統合する動きも、工場の大型化の流れを後押ししている。 

 

 

 

第２に、工場の老朽化である。バブル崩壊以降、長らくわが国の製造業の建設投資は低水準に抑

えられてきたため、工場の老朽化が進んでいる。こうした古い工場を、最新の工場に更新する動き

が広がっている。 

これを裏付ける統計として、内閣府の「民間企業投資・除却調査」が挙げられる。同調査による

と、各年度中に取り壊された工場の新設時からの平均使用期間は、2010年代入り後に急速に上昇し

ている（図表５）。これは、使用期間が長い工場

が近年多く取り壊されていることを意味する。

もちろん、取り壊された工場が全て建て替えら

れるとは限らない。しかし、床面積ベースで取

り壊された工場の８～９割に相当する工場が新

設されていることを踏まえれば（図表６）、取り

壊された工場の大部分は建て替えられていると

みていいだろう。 

製造業の建設投資の増加は、これまで生産能

力の上昇を伴っていたが、今日の増加局面では、

むしろ生産能力は低下している（図表７）。これ

は、足元の製造業の建設投資が、専ら古い工場

の建て替えであったことを示唆している。 
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（図表３）製造業用着工建築物の
１棟当たり平均床面積
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 このように、足元の製造業の設備投資は、老朽化した工場の建て替え、それに伴う人手不足対応

の設備大型化需要という構造的側面の強い要因によって増加していることを示唆している。このた

め、冒頭に示したように、景気の減速局面で設備投資が加速するという、従来はみられなかった現

象が生じたのである。 

 

 

３．今後の見通し 

 

先行きを展望すると、老朽化工場の建て替え

を中心に、製造業の設備投資は今後も増加を続

ける見込みである。工場は、築年数が長くなる

ほど取り壊される割合（滅失率）が上昇してい

く1（図表８）。現存する工場のうち 1990年以前

に建てられた古い工場は６割を占めており（図

表９）、これが順次取り壊し時期を今後迎えるこ

ととなる。このため、潜在的な建て替えニーズ

は非常に大きいと考えられる。 

ちなみに、2013～17年の滅失率をもとに、今

後取り壊される工場の床面積を試算すると、大

幅な増加が続き2030年代には現在の1.6倍の水

準に達する（図表 10）。これに連動する形で、

工場の建て替え需要も増えていく可能性が高い。 

                                                   
1 滅失率は、国土交通省の「建築物ストック統計」で、建物の竣工年代別に 2013年 1月 1日時点と 2018年 1月 1日時点の床面積

を比較し、５年間の減少率を計算することによって求めた。なお、2018年の建築物ストック統計の数値は速報であり、今後「土地・

建物基本調査」の公表後に確報値へ変更される予定である。 
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（図表６）工場・倉庫の滅失・竣工床面積
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（図表７）製造業の生産能力指数と建設受注
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（注）滅失率は床面積ベース。
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こうした老朽化工場の建て替え需要は、わが国の設備投資にとっても中期的な牽引役として期待

できる。民間企業設備投資に占める製造業の建設投資の割合は５％弱と大きくはない（図表 11）。

それでも、製造業の建設投資が今後 20年程度かけて６割増加すれば、それだけでわが国の設備投資

を３％押し上げることになる。さらに、工場の

建て替えにあわせて機械設備が入れ替えられる

ことも踏まえれば、設備投資全体に対する押し

上げ効果はさらに大きくなる可能性が高い。 

もちろん、①国内市場の縮小懸念、②わが国

製造業の競争力低下、③高齢化による中小製造

業の廃業などにより、建て替えよりも工場の閉

鎖や海外移転が選択される可能性もある。政府

としては、自由貿易体制の強化、外国人労働者

の受け入れも含めた働き手の確保、中小企業の

事業承継の支援などを通じ、製造業を取り巻く

事業環境を整備することにより、事業継続や国

内立地の選択を促し、老朽化工場の建て替えニ

ーズを最大限顕在化させることが求められる。 
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（図表９）工場・倉庫の建築時期別床面積
（2018年1月1日時点）
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（図表10）工場・倉庫の滅失床面積

試算

（図表11）民間企業設備投資の内訳

（2017年：総額85兆円）
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